
JP 5562173 B2 2014.7.30

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　重量平均分子量が７０万～２５０万の第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）
と、
　重量平均分子量が８０００～２５万の第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）
と、
　架橋剤（Ｃ）と
を含有し、
　前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）１００質量部に対する前記第２の
（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の割合は、５～４０質量部であり、
　前記第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）は、前記架橋剤（Ｃ）と反応する
官能基（ｂ１）を有するモノマーを構成成分として含有しており、さらに、前記官能基（
ｂ１）を有するモノマーの割合は、当該第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）
中において１質量％を超え、かつ５０質量％未満であり、
　前記第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）が含有する、前記架橋剤（Ｃ）と
反応する官能基は、実質的に前記官能基（ｂ１）のみであり、
　前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）は、前記架橋剤（Ｃ）と反応する
官能基を有するモノマーを構成成分として含有しないか、前記第２の（メタ）アクリル酸
エステル重合体（Ｂ）の前記官能基（ｂ１）よりも前記架橋剤（Ｃ）との反応性が低い官
能基（ａ１）を有するモノマーを構成成分として含有し、
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　前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）における前記官能基（ａ１）は、
カルボキシル基であり、
　前記第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）における前記官能基（ｂ１）は水
酸基であり、
　前記架橋剤（Ｃ）は、イソシアネート系架橋剤である
ことを特徴とする粘着性組成物。
【請求項２】
　重量平均分子量が７０万～２５０万の第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）
と、
　重量平均分子量が８０００～２５万の第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）
と、
　架橋剤（Ｃ）と
を含有し、
　前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）１００質量部に対する前記第２の
（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の割合は、５～４０質量部であり、
　前記第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）は、前記架橋剤（Ｃ）との反応性
が下記式（Ｉ）を満たす官能基（ｂ１）を有するモノマーを構成成分として含有しており
、さらに、前記官能基（ｂ１）を有するモノマーの割合は、当該第２の（メタ）アクリル
酸エステル重合体（Ｂ）中において１質量％を超え、かつ５０質量％未満であり、
　かつ、前記第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）は、前記架橋剤（Ｃ）との
反応性が下記式（Ｉ）を満たす官能基（ｂ２）を有するモノマーを、前記官能基（ｂ１）
を有するモノマーの含有量の１／５以下の量（質量比）で構成成分として含有し、
　前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）は、前記架橋剤（Ｃ）と反応する
官能基を有するモノマーを構成成分として含有しないか、前記第２の（メタ）アクリル酸
エステル重合体（Ｂ）の前記官能基（ｂ１）よりも前記架橋剤（Ｃ）との反応性が低い官
能基（ａ１）を有するモノマーを構成成分として含有し、
　前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）における前記官能基（ａ１）は、
カルボキシル基であり、
　前記第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）における前記官能基（ｂ１）は水
酸基であり、前記官能基（ｂ２）はカルボキシル基であり、
　前記架橋剤（Ｃ）は、イソシアネート系架橋剤である
ことを特徴とする粘着性組成物。
　架橋剤（Ｃ）との反応性：官能基（ｂ２）＜官能基（ｂ１）・・・（Ｉ）
【請求項３】
　前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）は、前記架橋剤（Ｃ）との反応す
る官能基を有するモノマーを構成成分として含有しないことを特徴とする請求項１または
２に記載の粘着性組成物。
【請求項４】
　前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）は、当該重合体を構成するモノマ
ー単位として、カルボキシル基含有モノマーを０～１５質量％含有することを特徴とする
請求項１または２に記載の粘着性組成物。
【請求項５】
　前記第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）は、当該重合体を構成するモノマ
ー単位として、水酸基含有モノマーを３～４０質量％含有することを特徴とする請求項１
～４のいずれか一項に記載の粘着性組成物。
【請求項６】
　前記イソシアネート系架橋剤の含有量は、当該イソシアネート系架橋剤のイソシアネー
ト基が前記第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）における前記官能基（ｂ１）
の量に対して０．１～３．５当量となる量であることを特徴とする請求項１～５のいずれ
か一項に記載の粘着性組成物。
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【請求項７】
　請求項１～６のいずれか一項に記載の粘着性組成物を製造する方法であって、
　前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）と、前記第２の（メタ）アクリル
酸エステル重合体（Ｂ）とを混合するとともに、任意の段階で前記架橋剤（Ｃ）を添加す
ることを特徴とする粘着性組成物の製造方法。
【請求項８】
　請求項１～６のいずれか一項に記載の粘着性組成物を架橋してなる粘着剤。
【請求項９】
　基材と、粘着剤層とを備えた粘着シートであって、
　前記粘着剤層は、請求項８に記載の粘着剤からなる
ことを特徴とする粘着シート。
【請求項１０】
　前記基材は、光学部材であることを特徴とする請求項９に記載の粘着シート。
【請求項１１】
　２枚の剥離シートと、
　前記２枚の剥離シートの剥離面と接するように前記剥離シートに挟持された粘着剤層と
を備えた粘着シートであって、
　前記粘着剤層は、請求項８に記載の粘着剤からなる
ことを特徴とする粘着シート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粘着性組成物、粘着性組成物の製造方法、粘着剤（粘着性組成物を架橋させ
た材料）および粘着シートに関するものであり、特に、偏光板等の光学部材用として好適
な粘着性組成物、粘着性組成物の製造方法、粘着剤および粘着シートに関するものである
。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に、液晶パネルにおいては、偏光板や位相差板をガラス基板等に接着するのに粘
着剤組成物から形成された粘着剤層が使用されることが多い。しかし、偏光板や位相差板
等の光学部材は熱等により収縮し易いため、熱履歴により収縮が生じ、その結果、該光学
部材に積層されている粘着剤層がその収縮に追従できずに、界面で剥がれ（いわゆる浮き
、剥がれ）を生じたり、光学部材の収縮時の応力に起因して光学部材の光学軸がずれるこ
とによる光漏れ（いわゆる白抜け）が生じるといった問題が指摘されている。
【０００３】
　これを防止するための方法としては、（１）粘着力が高く、かつ、形態安定性に優れた
粘着剤層を偏光板等の光学部材に貼り合せることにより光学部材の収縮自体を抑えこむ方
法、あるいは、（２）光学部材の収縮時の応力が小さい粘着剤層を用いる方法、が挙げら
れる。（１）の方法としては、特許文献１に示されているように貯蔵弾性率の高い粘着剤
層を用いることが有効である。一方、（２）の方法としては、光学部材の変形に柔軟に対
応できる応力緩和性に優れた粘着剤層を用いることが有効である。しかし、従来、このよ
うな応力緩和性に優れた粘着剤層を形成しようとした場合、該粘着剤層中の架橋密度を低
く設計する必要があった。そうすると粘着剤層自体の強度が低下し、耐久性が悪化すると
いった問題があった。
【０００４】
　そこで、特許文献２～４では、粘着剤層の架橋密度を低くする代わりに可塑剤、流動パ
ラフィン、ウレタンエラストマー等をアクリル系粘着剤に添加することにより、得られる
粘着剤組成物を適度に柔らかくして粘着剤層に応力緩和性を付与し、それによって耐光漏
れ性及び耐久性を得ようとしている。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００６－２３５５６８号公報
【特許文献２】特開平５－４５５１７号公報
【特許文献３】特開平９－１３７１４３号公報
【特許文献４】特開２００５－１９４３６６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、可塑剤または流動パラフィンを添加した粘着剤組成物は、形成される粘
着剤層が、経時により可塑剤や流動パラフィンをブリードアウトするという難点を有して
いた。そして、これにより、被着体となる液晶セルが汚染されるなど、様々な問題が生じ
ていた。また、ウレタンエラストマーを添加した粘着剤組成物は、相溶性を維持しようと
するとウレタンエラストマーの添加量の上限が限られるため、応力緩和性の改善は不十分
である。さらに、応力緩和性を向上させるためにウレタンエラストマーの添加量を多くす
ると、アクリル系粘着剤との相溶性が低下し、白濁等の問題が生じていた。このように、
従来の技術では、光学部材用の粘着剤組成物から形成される粘着剤層の耐光漏れ性及び耐
久性を根本的に改善することは困難であった。
【０００７】
　本発明は、このような実状に鑑みてなされたものであり、偏光板等の光学部材に適用し
たときに、耐光漏れ性と耐久性の両方に優れた粘着性組成物、当該粘着性組成物の製造方
法、粘着剤および粘着シートを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するために、第１に本発明は、重量平均分子量が７０万～２５０万の第
１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）と、重量平均分子量が８０００～２５万の
第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）と、架橋剤（Ｃ）とを含有し、前記第１
の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）１００質量部に対する前記第２の（メタ）ア
クリル酸エステル重合体（Ｂ）の割合は、５～４０質量部であり、前記第２の（メタ）ア
クリル酸エステル重合体（Ｂ）は、前記架橋剤（Ｃ）と反応する官能基（ｂ１）を有する
モノマーを構成成分として含有しており、さらに、前記官能基（ｂ１）を有するモノマー
の割合は、当該第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）中において１質量％を超
え、かつ５０質量％未満であり、前記第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）が
含有する、前記架橋剤（Ｃ）と反応する官能基は、実質的に前記官能基（ｂ１）のみであ
り、前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）は、前記架橋剤（Ｃ）と反応す
る官能基を有するモノマーを構成成分として含有しないか、前記第２の（メタ）アクリル
酸エステル重合体（Ｂ）の前記官能基（ｂ１）よりも前記架橋剤（Ｃ）との反応性が低い
官能基（ａ１）を有するモノマーを構成成分として含有することを特徴とする粘着性組成
物を提供する（発明１）。
【０００９】
　第２に本発明は、重量平均分子量が７０万～２５０万の第１の（メタ）アクリル酸エス
テル重合体（Ａ）と、重量平均分子量が８０００～２５万の第２の（メタ）アクリル酸エ
ステル重合体（Ｂ）と、架橋剤（Ｃ）とを含有し、前記第１の（メタ）アクリル酸エステ
ル重合体（Ａ）１００質量部に対する前記第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ
）の割合は、５～４０質量部であり、前記第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ
）は、前記架橋剤（Ｃ）との反応性が下記式（Ｉ）を満たす官能基（ｂ１）を有するモノ
マーを構成成分として含有しており、さらに、前記官能基（ｂ１）を有するモノマーの割
合は、当該第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）中において１質量％を超え、
かつ５０質量％未満であり、かつ、前記第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）
は、前記架橋剤（Ｃ）との反応性が下記式（Ｉ）を満たす官能基（ｂ２）を有するモノマ
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ーを、前記官能基（ｂ１）を有するモノマーの含有量の１／５以下の量（質量比）で構成
成分として含有し、前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）は、前記架橋剤
（Ｃ）と反応する官能基を有するモノマーを構成成分として含有しないか、前記第２の（
メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の前記官能基（ｂ１）よりも前記架橋剤（Ｃ）と
の反応性が低い官能基（ａ１）を有するモノマーを構成成分として含有することを特徴と
する粘着性組成物を提供する（発明２）。
　架橋剤（Ｃ）との反応性：官能基（ｂ２）＜官能基（ｂ１）・・・（Ｉ）
【００１０】
　上記発明（発明１，２）に係る粘着性組成物を架橋させた粘着剤においては、従来は可
塑剤的に使用していた低分子量の重合体（Ｂ）で化学的な架橋による三次元網目構造を形
成する。そして、その三次元網目構造に、複数の高分子量の重合体（Ａ）を挿入させるこ
とで、高分子量の重合体（Ａ）同士を拘束し、高分子量の重合体（Ａ）間に擬似的な架橋
構造を形成する。これにより、得られる粘着剤は適切な凝集力と優れた応力緩和性が発揮
される。この優れた応力緩和性を有する粘着剤を使用することで、偏光板等の光学部材に
適用したときに、耐光漏れ性と耐久性の両方に優れた粘着シートが得られる。
【００１１】
　上記発明（発明１，２）において、前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ
）は、前記架橋剤（Ｃ）との反応する官能基を有するモノマーを構成成分として含有しな
いことが好ましい（発明３）。
【００１２】
　上記発明（発明１，３）において、前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ
）における前記官能基（ａ１）は、カルボキシル基であり、前記第２の（メタ）アクリル
酸エステル重合体（Ｂ）における前記官能基（ｂ１）は水酸基であり、前記架橋剤（Ｃ）
は、イソシアネート系架橋剤であることが好ましい（発明４）。
【００１３】
　上記発明（発明２，３）において、前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ
）における前記官能基（ａ１）は、カルボキシル基であり、前記第２の（メタ）アクリル
酸エステル重合体（Ｂ）における前記官能基（ｂ１）は水酸基であり、前記官能基（ｂ２
）はカルボキシル基であり、前記架橋剤（Ｃ）は、イソシアネート系架橋剤であることが
好ましい（発明５）。
【００１４】
　上記発明（発明４，５）において、前記第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ
）は、当該重合体を構成するモノマー単位として、カルボキシル基含有モノマーを０～１
５質量％含有することが好ましい（発明６）。
【００１５】
　上記発明（発明４～６）において、前記第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ
）は、当該重合体を構成するモノマー単位として、水酸基含有モノマーを３～４０質量％
含有することが好ましい（発明７）。
【００１６】
　上記発明（発明４～７）において、前記イソシアネート系架橋剤の含有量は、当該イソ
シアネート系架橋剤のイソシアネート基が前記第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体
（Ｂ）における前記官能基（ｂ１）の量に対して０．１～３．５当量となる量であること
が好ましい（発明８）。
【００１７】
　第３に本発明は、前記粘着性組成物（発明１～８）を製造する方法であって、前記第１
の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）と、前記第２の（メタ）アクリル酸エステル
重合体（Ｂ）とを混合するとともに、任意の段階で前記架橋剤（Ｃ）を添加することを特
徴とする粘着性組成物の製造方法を提供する（発明９）。
【００１８】
　第４に本発明は、前記粘着性組成物（発明１～８）を架橋してなる粘着剤を提供する（
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発明１０）。
【００１９】
　第５に本発明は、基材と、粘着剤層とを備えた粘着シートであって、前記粘着剤層が、
前記粘着剤（発明１０）からなることを特徴とする粘着シートを提供する（発明１１）。
【００２０】
　上記発明（発明１１）において、前記基材は、光学部材であることが好ましい（発明１
２）。
【００２１】
　第６に本発明は、２枚の剥離シートと、前記２枚の剥離シートの剥離面と接するように
前記剥離シートに挟持された粘着剤層とを備えた粘着シートであって、前記粘着剤層は、
前記粘着剤（発明１０）からなることを特徴とする粘着シートを提供する（発明１３）。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明に係る粘着性組成物を架橋させた粘着剤においては、従来は可塑剤的に使用して
いた低分子量の重合体で化学的な架橋による三次元網目構造を形成する。そして、その三
次元網目構造に、複数の高分子量の重合体を挿入させることで、高分子量の重合体同士を
拘束し、高分子量の重合体間に擬似的な架橋構造を形成する。これにより、得られる粘着
剤は適切な凝集力と優れた応力緩和性が発揮される。この優れた応力緩和性を有する粘着
剤を使用することで、偏光板等の光学部材に適用したときに、耐光漏れ性と耐久性の両方
に優れた粘着シートが得られる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る粘着シートの断面図である。
【図２】本発明の第２の実施形態に係る粘着シートの断面図である。
【図３】粘着剤層付き偏光板における光漏れ性試験の測定領域を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、本発明の実施形態について説明する。
〔粘着性組成物〕
　本実施形態に係る粘着性組成物は、重量平均分子量が７０万～２５０万の第１の（メタ
）アクリル酸エステル重合体（Ａ）と、重量平均分子量が８０００～２５万の第２の（メ
タ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）と、架橋剤（Ｃ）とを含有し、好ましくはシランカ
ップリング剤（Ｄ）をさらに含有する。なお、本明細書において、（メタ）アクリル酸エ
ステルとは、アクリル酸エステル及びメタクリル酸エステルの両方を意味する。他の類似
用語も同様である。また、「重合体」には「共重合体」の概念も含まれるものとする。
【００２５】
　第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）は、
（１）架橋剤（Ｃ）と反応する官能基（ｂ１）を有するモノマーを構成成分とし、当該重
合体（Ｂ）が含有する、架橋剤（Ｃ）と反応する官能基は、実質的に官能基（ｂ１）のみ
であるか、
（２）架橋剤（Ｃ）との反応性が下記式（Ｉ）を満たす官能基（ｂ１）を有するモノマー
と、架橋剤（Ｃ）との反応性が下記式（Ｉ）を満たす官能基（ｂ２）を有するモノマーと
を構成成分とする。
　架橋剤（Ｃ）との反応性：官能基（ｂ２）＜官能基（ｂ１）・・・（Ｉ）
　すなわち、（２）の重合体（Ｂ）において、官能基（ｂ１）の架橋剤（Ｃ）との反応性
は、官能基（ｂ２）の架橋剤（Ｃ）との反応性よりも高い。
【００２６】
　上記（１）および（２）のいずれの重合体（Ｂ）においても、官能基（ｂ１）を有する
モノマーの重合体（Ｂ）における構成割合は、１質量％を超え、かつ５０質量％未満であ
る。また、上記（２）の重合体（Ｂ）は、上記官能基（ｂ２）を有するモノマーを、上記
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官能基（ｂ１）を有するモノマーの含有量の１／５以下の量（質量比）で構成成分として
含有する。
【００２７】
　なお、上記（１）の重合体（Ｂ）における「実質的に官能基（ｂ１）のみ」とは、架橋
剤（Ｃ）と反応する他の官能基を、官能基（ｂ１）と架橋剤（Ｃ）との反応性を妨げない
程度に含むことを許容するものである。したがって、上記の官能基（ｂ２）を少量含むも
のも上記（１）の重合体（Ｂ）に包含され、その場合には、（１）の重合体（Ｂ）と（２
）の重合体（Ｂ）とは重複したものとなる。
【００２８】
　一方、第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）は、架橋剤（Ｃ）と反応する官
能基を有するモノマーを構成単位として含有しないか、あるいは、第２の（メタ）アクリ
ル酸エステル重合体（Ｂ）の上記官能基（ｂ１）よりも架橋剤（Ｃ）との反応性の低い官
能基（ａ１）を有するモノマーを構成成分としている。
【００２９】
　上記（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）又は（Ｂ）は、エステル部分のアルキル
基の炭素数が１～２０の（メタ）アクリル酸エステルと、架橋剤（Ｃ）と反応する官能基
を有するモノマー（反応性官能基含有モノマー）と、所望により用いられる他のモノマー
との共重合体が好ましい。なお、第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）は、上
記反応性官能基含有モノマーを構成単位として含有しないものも好ましい。
【００３０】
　エステル部分のアルキル基の炭素数が１～２０の（メタ）アクリル酸エステルとしては
、例えば、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸
プロピル、（メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、（メタ）アクリル酸ｎ－ペンチル、（メタ）
アクリル酸ｎ－ヘキシル、（メタ）アクリル酸シクロヘキシル、（メタ）アクリル酸２－
エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸イソオクチル、（メタ）アクリル酸ｎ－デシル、（
メタ）アクリル酸ｎ－ドデシル、（メタ）アクリル酸ミリスチル、（メタ）アクリル酸パ
ルミチル、（メタ）アクリル酸ステアリル等が挙げられる。これらは単独で用いてもよい
し、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００３１】
　一方、反応性官能基含有モノマーとしては、分子内に水酸基を有するモノマー（水酸基
含有モノマー）、分子内にカルボキシル基を有するモノマー（カルボキシル基含有モノマ
ー）、分子内にアミノ基を有するモノマー（アミノ基含有モノマー）などが好ましく挙げ
られる。
【００３２】
　水酸基含有モノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（
メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸３－ヒドロキシプロピル
、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸３－ヒドロキシブチル
、（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチルなどの（メタ）アクリル酸ヒドロキシアルキ
ルエステル等が挙げられる。これらは単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用
いてもよい。
【００３３】
　カルボキシル基含有モノマーとしては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン
酸、マレイン酸、イタコン酸、シトラコン酸等のエチレン性不飽和カルボン酸が挙げられ
る。これらは単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００３４】
　アミノ基含有モノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸アミノエチル、（メタ）
アクリル酸ｎ－ブチルアミノエチル等が挙げられる。これらは単独で用いてもよいし、２
種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００３５】
　さらに、上記他のモノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸シクロヘキシル等の
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脂肪族環を有する（メタ）アクリル酸エステル、（メタ）アクリル酸フェニル等の芳香族
環を有する（メタ）アクリル酸エステル、アクリルアミド、メタクリルアミド等の非架橋
性のアクリルアミド、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル、（メタ）アク
リル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル等の非架橋性の３級アミノ基を有する（メタ）ア
クリル酸エステル、酢酸ビニル、スチレンなどが挙げられる。これらは単独で用いてもよ
いし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００３６】
　なお、第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）に使用される反応性官能基（ａ
１）含有モノマーならびに第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）に使用される
反応性官能基（ｂ１）含有モノマーおよび反応性官能基（ｂ２）含有モノマーの選択は、
使用する架橋剤（Ｃ）との反応性の関係で決定される。詳細は後述する。
【００３７】
　ここで、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）は、上記反応性官能基（ｂ１
）含有モノマーを、１質量％を超えて含有し、その上限は５０質量％未満である。好まし
くは、上記反応性官能基（ｂ１）含有モノマーを３～４０質量％含有し、特に好ましくは
５～２５質量％含有する。反応性官能基（ｂ１）含有モノマーを上記範囲で含有すること
で、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の架橋の程度が好ましくなり、第１
の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）との組み合わせにおいて、得られる粘着剤の
応力緩和性が優れたものとなる。また、反応性官能基（ｂ１）含有モノマーの含有量が１
質量％以下では、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の架橋が十分でなく、
それにより耐久性が低下する。一方、反応性官能基（ｂ１）含有モノマーの含有量が５０
質量％以上であると、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の架橋が過度にな
り、それにより被着体への貼合適性が低下するおそれがある。なお、反応性官能基（ｂ１
）含有モノマーの含有量の上限を４０質量％とすることで、得られる粘着シートの耐久性
がより優れたものとなる。
【００３８】
　また、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）は、上記官能基（ｂ１）よりも
架橋剤（Ｃ）との反応性が低い官能基（ｂ２）を有するモノマー（反応性官能基（ｂ２）
含有モノマー）を、構成成分として含有しないことが特に好ましいが、反応性官能基（ｂ
２）含有モノマーを構成成分として含有する場合には、質量比として反応性官能基（ｂ１
）含有モノマーの含有量の１／５以下の量、特に１／１０以下の量で含有することが好ま
しい。
【００３９】
　第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）が、反応性官能基（ｂ２）含有モノマ
ーを、質量比として反応性官能基（ｂ１）含有モノマーの含有量の１／５を超える量で含
有すると、得られる粘着剤層の耐久性が低下する。第２の（メタ）アクリル酸エステル重
合体（Ｂ）中の反応性官能基（ｂ２）が多過ぎると、これにより形成される三次元網目構
造体内にも反応性官能基（ｂ２）が多く残存することとなり、当該三次元網目構造体と第
１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）との相溶性に変化を生じさせることが推定
される。その結果、ヘイズ値が上昇する場合がある。また、反応性官能基（ｂ２）が多く
残存する三次元網目構造体は、当該三次元網目構造体に挿入されている第１の（メタ）ア
クリル酸エステル重合体（Ａ）の可動性を過度に制限することも推定される。その結果、
耐久性が悪化する場合がある。
【００４０】
　さらに、本実施形態に係る粘着性組成物がシランカップリング剤（Ｄ）を含有する場合
、シランカップリング剤（Ｄ）は、第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）の反
応性官能基（ａ１）（特にカルボキシル基）と反応し、高分子量の第１の（メタ）アクリ
ル酸エステル重合体（Ａ）と結合した方が、得られる粘着剤において被着体であるガラス
基板等との密着性に優れたものとなるが、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ
）が反応性官能基（ｂ２）含有モノマーを過剰に含有すると、シランカップリング剤（Ｄ
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）のアルコキシシリル基等は、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の反応性
官能基（ｂ２）（特にカルボキシル基）とも反応して、低分子量の第２の（メタ）アクリ
ル酸エステル重合体（Ｂ）と結合すると推定される。その結果、得られる粘着剤が被着体
であるガラス基板等との密着性に劣ることとなり、それにより、粘着剤層の耐久性が低下
する。
【００４１】
　ここで、エステル部分のアルキル基の炭素数が１～２０の（メタ）アクリル酸エステル
と、架橋剤（Ｃ）と反応する官能基を有するモノマーとを重合して得られる第２の（メタ
）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の重合態様は、ランダム共重合体であってもよいし、
ブロック共重合体であってもよい。特に、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ
）がブロック共重合体であると、三次元網目構造の網目の大きさを制御できることから、
第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）は、ブロック共重合体であることも好ま
しい。具体的には、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）では、両末端に反応
性官能基（ｂ１）を有するモノマーを、炭素数が１～２０の（メタ）アクリル酸エステル
とブロック的に共重合させる態様も好ましく挙げることができる。
【００４２】
　本実施形態において、上記の第２の（メタ）アクリル酸エステル系重合体（Ｂ）は、１
種を単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００４３】
　第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の重量平均分子量は８０００～２５万
であり、好ましくは２万～１５万である。すなわち、第２の（メタ）アクリル酸エステル
重合体（Ｂ）は、低分子量ポリマー成分となっている。なお、本明細書における重量平均
分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）法により測定したポリス
チレン換算の値である。
【００４４】
　第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の重量平均分子量が上記範囲内にある
ことで、本実施形態に係る粘着性組成物に特有の三次元網目構造が形成され、優れた応力
緩和性に寄与することとなる。すなわち、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ
）の重量平均分子量が８０００未満では、良好な三次元網目構造が得られない。一方、第
２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の重量平均分子量が２５万を超えると、相
溶性が低下し、重合体（Ｂ）により形成される三次元網目構造体中への重合体（Ａ）の挿
入が不十分となり、耐久性およびリワーク性に劣るものとなる。
【００４５】
　第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）は、架橋剤（Ｃ）と反応する官能基を
有するモノマーを構成成分として含有しないか、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合
体（Ｂ）の上記官能基（ｂ１）よりも架橋剤（Ｃ）との反応性が低い官能基（ａ１）を有
するモノマーを構成成分として含有し、そして好ましくは、上記官能基（ｂ１）よりも架
橋剤（Ｃ）との反応性が高い官能基を有するモノマーを構成成分として含有しない。
【００４６】
　第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）は、架橋剤（Ｃ）と反応する官能基を
有するモノマーを含有しなくてもよいが、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ
）の反応性官能基（ｂ１）よりも反応性の低い反応性官能基（ａ１）を有するモノマー（
反応性官能基（ａ１）含有モノマー）を含有すると、第２の（メタ）アクリル酸エステル
重合体（Ｂ）と架橋剤（Ｃ）との反応を促進したり、あるいは、シランカップリング剤（
Ｄ）を使用する場合に、第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）の反応性官能基
（ａ１）が当該シランカップリング剤（Ｄ）のアルコキシシリル基等と反応し、第１の（
メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）の凝集の程度を調整することができ、所望の接着
性を得ることが可能となり、好ましい場合がある。
【００４７】
　第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）が上記反応性官能基（ａ１）含有モノ
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マーを含有する場合、その含有量は、通常２０質量％以下であり、１５質量％以下である
ことが好ましく、特に１０質量％以下であることが好ましい。反応性官能基（ａ１）含有
モノマーの含有量が２０質量％を超えると、第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（
Ａ）が凝集し過ぎて、所望の応力緩和性が得られないおそれがある。なお、リワーク性を
付与する観点からは、反応性官能基（ａ１）含有モノマーの含有量は１５質量％以下とす
ることが好ましい。
【００４８】
　また、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）が含有する反応性官能基（ｂ１
）含有モノマーとの比較においては、第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）が
含有する反応性官能基（ａ１）含有モノマーの当該第１の（メタ）アクリル酸エステル重
合体（Ａ）中における割合は、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）が含有す
る反応性官能基（ｂ１）含有モノマーの当該第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（
Ｂ）中における割合よりも小さいことが好ましい。これにより、第１の（メタ）アクリル
酸エステル重合体（Ａ）が含有する反応性官能基（ａ１）と架橋剤（Ｃ）との反応を抑制
し、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）が含有する反応性官能基（ｂ１）と
架橋剤（Ｃ）とを確実に反応させることができる。
【００４９】
　第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）は、架橋剤（Ｃ）との反応性が第２の
（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の反応性官能基（ｂ１）と同等以上の官能基を
分子内に有するモノマーを含有しないのが好ましいが、仮に含有する場合には、当該官能
基を分子内に有するモノマーの含有量は、重合体（Ａ）中にて１質量％以下であることが
好ましく、特に０．５質量％以下であることが好ましい。当該モノマーの含有量が１質量
％を超えると、優先的に反応すべき第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）と架
橋剤（Ｃ）との反応を阻害するおそれがある。
【００５０】
　ここで、エステル部分のアルキル基の炭素数が１～２０の（メタ）アクリル酸エステル
と、反応性官能基含有モノマーとを重合して得られる第１の（メタ）アクリル酸エステル
重合体（Ａ）の重合態様は、ランダム共重合体であってもよいし、ブロック共重合体であ
ってもよい。
【００５１】
　本実施形態において、上記の第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）は、１種
を単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００５２】
　第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）の重量平均分子量は７０万～２５０万
であり、好ましくは１００万～２００万である。すなわち、第１の（メタ）アクリル酸エ
ステル重合体（Ａ）は、高分子量ポリマー成分となっている。
【００５３】
　第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）の重量平均分子量が上記範囲内にある
ことで、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）が形成する三次元網目構造に当
該第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）が良好に挿入され、当該重合体（Ａ）
２分子以上が擬似的な架橋構造を介することにより、重合体（Ａ）は、ある程度の自由度
を有する状態で拘束されるものと推定される。これにより、形成される粘着剤は、適切な
凝集力と優れた応力緩和性とを併せ持つものとなり、その結果、耐光漏れ性に優れ、また
、高温・湿熱条件下での接着耐久性が十分となり、浮きや剥がれなどを防止することがで
きる。
【００５４】
　ここで、第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）の重量平均分子量が７０万未
満であると、（Ａ）成分の凝集力が低下し、耐久性およびリワーク性に劣るものとなるお
それがある。また、第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）の重量平均分子量が
２５０万を超えると、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）等との相溶性が悪
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化し、ヘイズ値が上昇したり、所望の応力緩和性が得られないおそれがある。
【００５５】
　第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）１００質量部に対する第２の（メタ）
アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の割合は、５～４０質量部であり、好ましくは１０～３
０質量部である。
【００５６】
　上記割合で第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）および第２の（メタ）アク
リル酸エステル重合体（Ｂ）を含有する粘着性組成物から得られる粘着剤においては、第
２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）（低分子量ポリマー）が架橋剤（Ｃ）を介
して三次元網目構造を形成し、その三次元網目構造に、第１の（メタ）アクリル酸エステ
ル重合体（Ａ）（高分子量ポリマー）２分子以上が挿入された構造により、重合体（Ａ）
同士がある程度の自由度を有する状態で拘束された擬似的な架橋構造を形成しているもの
と推定される。これにより、得られる粘着剤は、適切な凝集力を有しながら、優れた応力
緩和性が発揮される。そのため、得られる粘着剤は耐久性および耐光漏れ性に優れたもの
となる。
【００５７】
　架橋剤（Ｃ）としては、イソシアネート系架橋剤、エポキシ系架橋剤、アジリジン系架
橋剤、金属キレート系架橋剤などが好ましく挙げられる。
【００５８】
　イソシアネート系架橋剤は、少なくともポリイソシアネート化合物を含むものである。
ポリイソシアネート化合物としては、例えば、トリレンジイソシアネート、ジフェニルメ
タンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネートなどの芳香族ポリイソシアネート、
ヘキサメチレンジイソシアネートなどの脂肪族ポリイソシアネート、イソホロンジイソシ
アネート、水素添加ジフェニルメタンジイソシアネートなどの脂環式ポリイソシアネート
など、及びそれらのビウレット体、イソシアヌレート体、さらにはエチレングリコール、
プロピレングリコール、ネオペンチルグリコール、トリメチロールプロパン、ヒマシ油な
どの低分子活性水素含有化合物との反応物であるアダクト体などが挙げられる。
【００５９】
　エポキシ系架橋剤としては、例えば、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ’－ジグリシジルアミノメ
チル）シクロヘキサン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル－ｍ－キシリレンジアミ
ン、エチレングリコールジグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジル
エーテル、トリメチロールプロパンジグリシジルエーテル、ジグリシジルアニリン、ジグ
リシジルアミンなどが挙げられる。
【００６０】
　アジリジン系架橋剤としては、例えば、ジフェニルメタン－４,４'－ビス（１－アジリ
ジンカーボキサミド）、トリメチロールプロパントリ－β－アジリジニルプロピオネート
、テトラメチロールメタントリ－β－アジリジニルプロピオネート、トルエン－２,４－
ビス（１－アジリジンカーボキサミド）、トリエチレンメラミン、ビスイソフタロイル－
１－（２－メチルアジリジン）、トリス－１－（２－メチルアジリジン）フォスフィン、
トリメチロールプロパントリ－β－（２－メチルアジリジン）プロピオネートなどが挙げ
られる。
【００６１】
　金属キレート系架橋剤には、金属原子がアルミニウム、ジルコニウム、チタニウム、亜
鉛、鉄、スズなどのキレート化合物があるが、性能の点からアルミニウムキレート化合物
が好ましい。アルミニウムキレート化合物としては、例えば、ジイソプロポキシアルミニ
ウムモノオレイルアセトアセテート、モノイソプロポキシアルミニウムビスオレイルアセ
トアセテート、モノイソプロポキシアルミニウムモノオレエートモノエチルアセトアセテ
ート、ジイソプロポキシアルミニウムモノラウリルアセトアセテート、ジイソプロポキシ
アルミニウムモノステアリルアセトアセテート、ジイソプロポキシアルミニウムモノイソ
ステアリルアセトアセテートなどが挙げられる。
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【００６２】
　架橋剤（Ｃ）の含有量は、当該架橋剤（Ｃ）の架橋性基（例えば、イソシアネート基）
が第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の反応性官能基（ｂ１）（例えば、水
酸基）の量に対して、通常０．０５～５当量となる量であり、好ましくは０．１～３．５
当量となる量であり、特に好ましくは０．２～１．８当量となる量である。上記架橋性基
の量が０．１当量以上であれば、得られる粘着剤のゲル分率が４０％以上となり、十分な
凝集力を発揮することができ、０．２当量以上であれば、得られる粘着剤を耐久性のさら
に優れたものにすることができる。一方、上記架橋性基の量が３．５当量以下であれば、
得られる粘着剤をリワーク性の優れたものにすることができ、さらに１．８当量以下であ
れば、得られる粘着剤のヘイズ値を低く抑えることができる。
【００６３】
　また、本実施形態においては、架橋剤（Ｃ）として、反応性官能基（ｂ１）及び反応性
官能基（ａ１）の両方との反応性の関係が一致する種類の架橋剤であれば複数種類のもの
を併用してもよい。第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）により形成される三
次元網目構造の制御を容易にする観点からは、例えばイソシアネート系架橋剤のみを用い
るといったように、１種類の架橋剤のみを使用することが好ましく、さらには、１つの架
橋剤のみを使用することが特に好ましい。
【００６４】
　一方、別の態様として、架橋剤（Ｃ）として、好ましくは１種類の架橋剤、特に好まし
くは１つの架橋剤を使用するとともに、反応性官能基（ｂ１）及び反応性官能基（ａ１）
の両方との反応性の関係が架橋剤（Ｃ）とは逆の他の架橋剤（ＣＲ）を、架橋剤（Ｃ）と
の質量比で好ましくは１／２０以下、特に好ましくは１／３０以下の量で使用することも
できる。例えば、架橋剤（Ｃ）をイソシアネート系架橋剤とし、他の架橋剤（ＣＲ）とし
てエポキシ系架橋剤を少量用いる態様を好ましく挙げることができる。このような他の架
橋剤の添加は、重合体（Ｂ）が構成する三次元網目構造に重合体（Ａ）が十分に挿入され
ず、凝集力不足である場合に有効である。なお、上記他の架橋剤（ＣＲ）は、架橋剤（Ｃ
）には含まれず、上記量的関係において架橋剤（Ｃ）から除外される。
【００６５】
　ここで、架橋剤（Ｃ）と、（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）及び（Ｂ）それぞ
れの反応性官能基含有モノマーとの組み合わせとしては、架橋剤（Ｃ）がイソシアネート
系架橋剤の場合、重合体（Ａ）の反応性官能基（ａ１）含有モノマーとしてはカルボキシ
ル基含有モノマー、重合体（Ｂ）の反応性官能基（ｂ１）含有モノマーとしては水酸基含
有モノマーまたはアミノ基含有モノマー、重合体（Ｂ）の反応性官能基（ｂ２）含有モノ
マーとしてはカルボキシル基含有モノマーが好ましく選択される。
【００６６】
　一方、架橋剤（Ｃ）がエポキシ系架橋剤、アジリジン系架橋剤または金属キレート系架
橋剤の場合は、重合体（Ａ）の反応性官能基（ａ１）含有モノマーとしては水酸基含有モ
ノマー、重合体（Ｂ）の反応性官能基（ｂ１）含有モノマーとしてはカルボキシル基含有
モノマー、重合体（Ｂ）の反応性官能基（ｂ２）含有モノマーとしては水酸基含有モノマ
ーが好ましく選択される。
【００６７】
　架橋剤（Ｃ）と重合体（Ｂ）との間で形成される結合の柔軟性、および架橋反応の穏や
かさ、さらに、重合体（Ａ）の反応性基がシランカップリング剤（Ｄ）と適切に反応し重
合体（Ａ）の凝集力向上に寄与することから、架橋剤（Ｃ）をイソシアネート系架橋剤、
重合体（Ａ）の反応性官能基（ａ１）含有モノマーをカルボキシル基含有モノマー、重合
体（Ｂ）の反応性官能基（ｂ１）含有モノマーを水酸基含有モノマー、重合体（Ｂ）の反
応性官能基（ｂ２）含有モノマーをカルボキシル基含有モノマーとすることが特に好まし
い。
【００６８】
　本実施形態に係る粘着性組成物は、好ましくは、さらにシランカップリング剤（Ｄ）を
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含有する。このシランカップリング剤（Ｄ）を含有すると、第１の（メタ）アクリル酸エ
ステル重合体（Ａ）がカルボキシル基を有する場合に、シランカップリング剤（Ｄ）の有
機反応性基等と第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）のカルボキシル基とが反
応し、他方においてシランカップリング剤（Ｄ）のアルコキシシリル基等がガラス基板等
の被着体面に作用する。このため、例えば偏光板を液晶ガラスセルなどに貼合する場合に
、粘着剤と液晶ガラスセルとの間の密着性がより良好となる。
【００６９】
　このシランカップリング剤（Ｄ）としては、分子内にアルコキシシリル基を少なくとも
１個有する有機ケイ素化合物であって、粘着剤成分との相溶性がよく、かつ光透過性を有
するもの、例えば実質上透明なものが好適である。このようなシランカップリング剤（Ｄ
）の添加量は、第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）１００質量部に対して０
．０１～０．５質量部であることが好ましく、特に０．０５～０．３質量部であることが
好ましい。
【００７０】
　シランカップリング剤（Ｄ）の具体例としては、ビニルトリメトキシシラン、ビニルト
リエトキシシラン、メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン等の重合性不飽和基含有
ケイ素化合物、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、２－（３，４－エポキシ
シクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン等のエポキシ構造を有するケイ素化合物、３
－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピル
トリメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシ
シラン等のアミノ基含有ケイ素化合物、３－クロロプロピルトリメトキシシラン、３－イ
ソシアネートプロピルトリエトキシシラン等が挙げられる。これらは、１種を単独で用い
てもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００７１】
　上記粘着性組成物には、所望により、アクリル系粘着剤に通常使用されている各種添加
剤、例えば粘着付与剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、軟化剤、充填剤、帯電防
止剤、屈折率調整剤などを添加することができる。
【００７２】
〔粘着性組成物の製造方法〕
　上記粘着性組成物は、第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）と、第２の（メ
タ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）とを混合するとともに、任意の段階で架橋剤（Ｃ）
及び所望によりシランカップリング剤（Ｄ）を添加することで製造することができる。
【００７３】
　好ましい具体例としては、（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）及び（Ｂ）を、そ
れぞれ別個に通常のラジカル重合法により調製する。（メタ）アクリル酸エステル重合体
（Ａ）及び（Ｂ）の重合は、所望により重合開始剤を使用して、溶液重合法等により行う
ことができる。重合溶媒としては、例えば、酢酸エチル、酢酸ｎ－ブチル、酢酸イソブチ
ル、トルエン、アセトン、ヘキサン、メチルエチルケトン等が挙げられ、２種類以上を併
用してもよい。
【００７４】
　重合開始剤としては、アゾ系化合物、有機過酸化物等が挙げられ、２種類以上を併用し
てもよい。アゾ系化合物としては、例えば、２,２'－アゾビスイソブチロニトリル、２,
２'－アゾビス(２－メチルブチロニトリル)、１,１'－アゾビス（シクロヘキサン１－カ
ルボニトリル）、２,２'－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２,２'－アゾ
ビス（２，４－ジメチル－４－メトキシバレロニトリル）、ジメチル２,２'－アゾビス（
２－メチルプロピオネート）、４,４'－アゾビス（４－シアノバレリック酸）、２,２'－
アゾビス（２－ヒドロキシメチルプロピオニトリル）、２,２'－アゾビス［２－（２－イ
ミダゾリン－２－イル）プロパン］等が挙げられる。
【００７５】
　有機過酸化物としては、例えば、過酸化ベンゾイル、ｔ-ブチルパーベンゾエイト、ク
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メンヒドロパーオキシド、ジイソプロピルパーオキシジカーボネート、ジ－ｎ－プロピル
パーオキシジカーボネート、ジ（２－エトキシエチル）パーオキシジカーボネート、ｔ-
ブチルパーオキシネオデカノエート、ｔ-ブチルパーオキシビバレート、（３，５，５－
トリメチルヘキサノイル）パーオキシド、ジプロピオニルパーオキシド、ジアセチルパー
オキシド等が挙げられる。
【００７６】
　次に、得られた重合体（Ａ）及び（Ｂ）の溶液を混合し、希釈溶媒を加える。その後、
架橋剤（Ｃ）及び所望によりシランカップリング剤（Ｄ）を添加し、十分に混合すること
により、溶媒で希釈された粘着性組成物（塗布溶液）を得る。
【００７７】
　粘着性組成物を希釈して塗布溶液とするための希釈溶剤としては、例えば、ヘキサン、
ヘプタン、シクロヘキサン等の脂肪族炭化水素、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素
、塩化メチレン、塩化エチレン等のハロゲン化炭化水素、メタノール、エタノール、プロ
パノール、ブタノール、１－メトキシ－２－プロパノール等のアルコール、アセトン、メ
チルエチルケトン、２－ペンタノン、イソホロン、シクロヘキサノン等のケトン、酢酸エ
チル、酢酸ブチル等のエステル、エチルセロソルブ等のセロソルブ系溶剤などが用いられ
る。
【００７８】
　このようにして調製された塗布溶液の濃度・粘度としては、コーティング可能な範囲で
あればよく、特に制限されず、状況に応じて適宜選定することができる。例えば、粘着性
組成物の濃度が１０～４０質量％となるように希釈する。なお、塗布溶液を得るに際して
、希釈溶剤等の添加は必要条件ではなく、粘着性組成物がコーティング可能な粘度等であ
れば、希釈溶剤を添加しなくてもよい。この場合、粘着性組成物がそのまま塗布溶液とな
る。
【００７９】
〔粘着剤〕
　本実施形態に係る粘着剤は、上記粘着性組成物を架橋してなるものである。上記粘着性
組成物の架橋は、加熱処理により行うことができる。なお、この加熱処理は、粘着性組成
物の希釈溶媒等を揮発させる際の乾燥処理で兼ねることもできる。
【００８０】
　加熱処理を行う場合、加熱温度は、５０～１５０℃であることが好ましく、特に７０～
１２０℃であることが好ましい。また、加熱時間は、３０秒～３分であることが好ましく
、特に５０秒～２分であることが好ましい。さらに、加熱処理後、常温（例えば、２３℃
、５０％ＲＨ）で１～２週間程度の養生期間を設けることが特に好ましい。
【００８１】
　上記の加熱処理（及び養生）により、架橋剤（Ｃ）によって第２の（メタ）アクリル酸
エステル重合体（Ｂ）が架橋して、密な三次元網目構造を形成するものと推定される。そ
して、その三次元網目構造中に２分子以上の第１の（メタ）アクリル酸エステル重合体（
Ａ）が直接の化学結合を伴わずに、又は極めて少ない化学結合を伴って挿入されることに
より、当該重合体（Ａ）は拘束され、擬架橋構造を形成するものと推定する。また、第１
の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）がカルボキシル基を有する場合には、第１の
（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ａ）はシランカップリング剤（Ｄ）と反応して、所
定の程度凝集する。
【００８２】
　以上説明した粘着剤は、光学部材用として好ましく用いることができ、例えば、偏光板
と位相差板との接着、あるいは偏光板（偏光フィルム）や位相差板（位相差フィルム）と
ガラス基板との接着に好適である。上記粘着剤によって形成される粘着剤層は、応力緩和
性に非常に優れるため、被着体の寸法変化が大きい場合であっても、その寸法変化によっ
て生じ得る応力を粘着剤層で吸収・緩和することができ、したがって長期にわたって被着
体から剥がれ難いものとなるとともに、上記のような光学部材に使用したときに光漏れを
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効果的に防止することができる。すなわち、本実施形態に係る粘着剤は、耐光漏れ性と耐
久性との両立を達成するものである。
【００８３】
〔粘着シート〕
　図１に示すように、第１の実施形態に係る粘着シート１Ａは、下から順に、剥離シート
１２と、剥離シート１２の剥離面に積層された粘着剤層１１と、粘着剤層１１に積層され
た基材１３とから構成される。
【００８４】
　また、図２に示すように、第２の実施形態に係る粘着シート１Ｂは、２枚の剥離シート
１２ａ，１２ｂと、それら２枚の剥離シート１２ａ，１２ｂの剥離面と接するように当該
２枚の剥離シート１２ａ，１２ｂに挟持された粘着剤層１１とから構成される。なお、本
明細書における剥離シートの剥離面とは、剥離シートにおいて剥離性を有する面をいい、
剥離処理を施した面および剥離処理を施さなくても剥離性を示す面のいずれをも含むもの
である。
【００８５】
　いずれの粘着シート１Ａ，１Ｂにおいても、粘着剤層１１は、前述した粘着性組成物を
架橋してなる粘着剤からなる。
【００８６】
　粘着剤層１１の厚さは、粘着シート１Ａ，１Ｂの使用目的に応じて適宜決定されるが、
通常５～１００μｍ、好ましくは１０～６０μｍの範囲であり、例えば、光学部材、特に
偏光板用の粘着剤層として使用する場合には、１０～５０μｍ、特に１０～３０μｍであ
ることが好ましい。
【００８７】
　基材１３としては、特に制限は無く、通常の粘着シートの基材シートとして用いられて
いるものは全て使用できる。例えば、所望の光学部材の他、レーヨン、アクリル、ポリエ
ステル等の繊維を用いた織布または不織布；上質紙、グラシン紙、含浸紙、コート紙等の
紙類；アルミ、銅等の金属箔；ウレタン発泡体、ポリエチレン発泡体等の発泡体；ポリエ
チレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレートなどの
ポリエステルフィルム、ポリウレタンフィルム、ポリエチレンフィルム、ポリプロピレン
フィルム、ポリ塩化ビニルフィルム、ポリ塩化ビニリデンフィルム、ポリビニルアルコー
ルフィルム、エチレン－酢酸ビニル共重合体フィルム、ポリスチレンフィルム、ポリカー
ボネートフィルム、アクリル樹脂フィルム、ノルボルネン系樹脂フィルム、シクロオレフ
ィン樹脂フィルム等のプラスチックフィルム；これらの２種以上の積層体などを挙げるこ
とができる。プラスチックフィルムは、一軸延伸または二軸延伸されたものでもよい。
【００８８】
　光学部材としては、例えば、偏光板（偏光フィルム）、偏光子、位相差板（位相差フィ
ルム）、視野角補償フィルム、輝度向上フィルム、コントラスト向上フィルム、液晶ポリ
マーフィルム等が挙げられる。中でも偏光板（偏光フィルム）は、収縮し易く、寸法変化
が大きいため、耐光漏れ性の観点から、本実施形態の粘着剤（上記粘着剤層１１）を形成
する対象として好適である。
【００８９】
　基材１３の厚さは、その種類によっても異なるが、例えば光学部材の場合には、通常１
０μｍ～５００μｍであり、好ましくは５０μｍ～３００μｍである。
【００９０】
　剥離シート１２，１２ａ，１２ｂとしては、例えば、ポリエチレンフィルム、ポリプロ
ピレンフィルム、ポリブテンフィルム、ポリブタジエンフィルム、ポリメチルペンテンフ
ィルム、ポリ塩化ビニルフィルム、塩化ビニル共重合体フィルム、ポリエチレンテレフタ
レートフィルム、ポリエチレンナフタレートフィルム、ポリブチレンテレフタレートフィ
ルム、ポリウレタンフィルム、エチレン酢酸ビニルフィルム、アイオノマー樹脂フィルム
、エチレン・（メタ）アクリル酸共重合体フィルム、エチレン・（メタ）アクリル酸エス
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テル共重合体フィルム、ポリスチレンフィルム、ポリカーボネートフィルム、ポリイミド
フィルム、フッ素樹脂フィルム等が用いられる。また、これらの架橋フィルムも用いられ
る。さらに、これらの積層フィルムであってもよい。
【００９１】
　上記剥離シートの剥離面（特に粘着剤層１１と接する面）には、剥離処理が施されてい
ることが好ましい。剥離処理に使用される剥離剤としては、例えば、アルキッド系、シリ
コーン系、フッ素系、不飽和ポリエステル系、ポリオレフィン系、ワックス系の剥離剤が
挙げられる。
【００９２】
　剥離シート１２，１２ａ，１２ｂの厚さについては特に制限はないが、通常２０～１５
０μｍ程度である。
【００９３】
　上記粘着シート１Ａを製造するには、剥離シート１２の剥離面に、上記粘着性組成物を
含む溶液（塗布溶液）を塗布し、加熱処理を行って粘着剤層１１を形成した後、その粘着
剤層１１に基材１３を積層する。
　なお、加熱処理の条件については、前述した通りである。
【００９４】
　また、上記粘着シート１Ｂを製造するには、一方の剥離シート１２ａ（または１２ｂ）
の剥離面に、上記粘着性組成物を含む塗布溶液を塗布し、加熱処理を行って粘着剤層１１
を形成した後、その粘着剤層１１に他方の剥離シート１２ｂ（または１２ａ）の剥離面を
重ね合わせる。
【００９５】
　上記塗布溶液を塗布する方法としては、例えばバーコート法、ナイフコート法、ロール
コート法、ブレードコート法、ダイコート法、グラビアコート法等を利用することができ
る。
【００９６】
　ここで、例えば、液晶セルと偏光板とから構成される液晶表示装置を製造するには、粘
着シート１Ａの基材１３として偏光板を使用し、当該粘着シート１Ａの剥離シート１２を
剥離して、露出した粘着剤層１１と液晶セルとを貼合すればよい。
【００９７】
　また、例えば、液晶セルと偏光板との間に位相差板が配置される液晶表示装置を製造す
るには、粘着シート１Ｂの一方の剥離シート１２ａ（または１２ｂ）を剥離して、露出し
た粘着剤層１１と液晶セルとを貼合し、次いで他方の剥離シート１２ｂ（または１２ａ）
を剥離して、露出した粘着剤層１１と位相差板とを貼合し、さらに、基材１３として偏光
板を使用した粘着シート１Ａの剥離シート１２を剥離して、露出した粘着剤層１１と位相
差板とを貼合すればよい。
【００９８】
　以上の粘着シート１Ａ，１Ｂによれば、粘着剤層１１が応力緩和性に非常に優れるため
、例えば偏光板の接着に適用した場合でも、偏光板の変形によって生じ得る応力を粘着剤
層１１で吸収・緩和することができ、それにより、優れた耐光漏れ性および高い耐久性が
発揮されているものと推定される。
【００９９】
　以上説明した実施形態は、本発明の理解を容易にするために記載されたものであって、
本発明を限定するために記載されたものではない。したがって、上記実施形態に開示され
た各要素は、本発明の技術的範囲に属する全ての設計変更や均等物をも含む趣旨である。
【０１００】
　例えば、粘着シート１Ａの剥離シート１２は省略されてもよいし、粘着シート１Ｂにお
ける剥離シート１２ａ，１２ｂのいずれか一方は省略されてもよい。
【実施例】
【０１０１】
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　以下、実施例等により本発明をさらに具体的に説明するが、本発明の範囲はこれらの実
施例等に限定されるものではない。
【０１０２】
〔実施例１〕
１．重合体（Ａ）の調製
　攪拌機、温度計、還流冷却器、滴下装置および窒素導入管を備えた反応容器に、アクリ
ル酸ｎ－ブチル９５．０質量部、アクリル酸５．０質量部、酢酸エチル２００質量部、お
よび２，２'－アゾビスイソブチロニトリル０．０８質量部を仕込み、上記反応容器内の
空気を窒素ガスで置換した。この窒素雰囲気下中で攪拌しながら、反応溶液を６０℃に昇
温し、１６時間反応させた後、室温まで冷却した。ここで、得られた溶液の一部を後述す
る方法でＧＰＣ測定し、重量平均分子量１５０万の重合体（Ａ）の生成を確認した。
【０１０３】
２．重合体（Ｂ）の調製
　攪拌機、温度計、還流冷却器、滴下装置および窒素導入管を備えた反応容器に、アクリ
ル酸ｎ－ブチル８５．０質量部、アクリル酸２－ヒドロキシエチル１５．０質量部、酢酸
エチル２００質量部、２，２'－アゾビスイソブチロニトリル０．１６質量部、および２
－メルカプトエタノール０．３質量部を仕込み、上記反応容器内の空気を窒素ガスで置換
した。この窒素雰囲気下中で攪拌しながら、反応溶液を７０℃に昇温し、６時間反応させ
た後、室温まで冷却した。ここで、得られた溶液の一部を後述する方法でＧＰＣ測定し、
重量平均分子量５万の重合体（Ｂ）の生成を確認した。
【０１０４】
３．粘着性組成物の調製
　上記工程（１）で得られた重合体（Ａ）１００質量部（固形分換算値）と、上記工程（
２）で得られた重合体（Ｂ）２０質量部（固形分換算値）とを混合した後、架橋剤（Ｃ）
として、重合体（Ｂ）の水酸基０．８当量に相当する量のトリメチロールプロパンのトリ
レンジイソシアネート（ＴＤＩ系）付加物（日本ポリウレタン社製，商品名「コロネート
Ｌ」）を添加した。最後に、シランカップリング剤（Ｄ）として、３－グリシドキシプロ
ピルトリメトキシシラン（信越化学社製，商品名「ＫＢＭ４０３」）０．２質量部を添加
し、十分に撹拌することにより、粘着性組成物の希釈溶液を得た。
【０１０５】
　ここで、当該粘着性組成物の配合を表１に示す。なお、表１に記載の略号等の詳細は以
下の通りである。
[重合体（Ａ）及び（Ｂ）]
　ＢＡ：ｎ－ブチルアクリレート
　ＡＡ：アクリル酸
　ＨＥＡ：２－ヒドロキシエチルアクリレート
　ＨＢＡ：４－ヒドロキシブチルアクリレート
　ＨＥＭＡ：２－ヒドロキシエチルメタクリレート
[架橋剤（Ｃ）]
・イソシアネート系架橋剤
　ＴＤＩ系：トリメチロールプロパンのトリレンジイソシアネート付加物（日本ポリウレ
タン社製，商品名「コロネートＬ」）
　イソシアヌレート系：ヘキサメチレンジイソシアネートのイソシアヌレート体（日本ポ
リウレタン工業株式会社製，商品名「コロネートＨＸＲ」）
・他の架橋剤（エポキシ系架橋剤）
　Ｎ，Ｎ，Ｎ'，Ｎ'－テトラグリシジル－ｍ－キシリレンジアミン（三菱瓦斯化学社製，
商品名「ＴＥＴＲＡＤ－Ｘ」）
[シランカップリング剤（Ｄ）]
　ＫＢＭ４０３：３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン（信越化学社製，商品名
「ＫＢＭ４０３」）
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　ＫＢＥ９００７：３－イソシアネートプロピルトリエトキシシラン（信越化学社製，商
品名「ＫＢＥ９００７」）
　ＫＢＥ４０３：３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン（信越化学社製，商品名
「ＫＢＥ４０３」）
【０１０６】
　得られた粘着性組成物の希釈溶液を、ポリエチレンテレフタレートフィルムの片面をシ
リコーン系剥離剤で剥離処理した剥離シート（リンテック社製，ＳＰ－ＰＥＴ３８１１，
厚さ：３８μｍ）の剥離処理面に、乾燥後の厚さが２５μｍになるようにナイフコーター
で塗布したのち、９０℃で１分間加熱処理して粘着剤層を形成した。
【０１０７】
　次いで、ディスコティック液晶層付偏光フィルムからなる、偏光フィルムと視野角拡大
フィルムとが一体化した偏光板を、粘着剤層とディスコティック液晶層とが接するように
貼合し、２３℃、５０％ＲＨで７日間養生することにより、粘着剤層付き偏光板を得た。
【０１０８】
〔実施例２～３２，比較例１～７〕
　粘着性組成物を構成する各モノマーの種類および割合、架橋剤およびシランカップリン
グ剤の種類および添加量、ならびに重合体（Ａ）および重合体（Ｂ）の配合比を表１に示
すように変更する以外、実施例１と同様にして粘着剤層付き偏光板を製造した。
【０１０９】
〔試験例１〕（粘着力測定－リワーク性評価）
　実施例または比較例で得られた粘着剤層付き偏光板から、２５ｍｍ幅、１００ｍｍ長の
サンプルを切り出し、剥離シートを剥がして、露出した粘着剤層を介して無アルカリガラ
ス（コーニング社製，イーグルＸＧ）に貼付したのち、栗原製作所社製オートクレイブに
て０．５ＭＰａ、５０℃で、２０分加圧した。その後、２３℃、５０％ＲＨの条件下で２
４時間放置してから、引張試験機（オリエンテック社製，テンシロン）を用い、剥離速度
３００ｍｍ/ｍｉｎ、剥離角度１８０度の条件で粘着力（Ｎ／２５ｍｍ）を測定した。こ
こに記載した以外の条件はＪＩＳ Ｚ ０２３７:２００９に準拠して、測定を行った。
【０１１０】
　さらに、２３℃、５０％ＲＨの条件下で１４日放置してから、上記と同様にして粘着力
（貼付１４日後の粘着力；Ｎ／２５ｍｍ）を測定した。なお、好ましい粘着力の範囲は、
０．１Ｎ／２５ｍｍ以上、２５Ｎ／２５ｍｍ未満である。
【０１１１】
　上記貼付１４日後の粘着力に基づいて、以下の基準によりリワーク性の評価を行った。
結果を表２に示す。
　貼付１４日後の粘着力が２０Ｎ／２５ｍｍ以下：◎
　貼付１４日後の粘着力が２０Ｎ／２５ｍｍ超、２５Ｎ／２５ｍｍ未満：○
　貼付１４日後の粘着力が２５Ｎ／２５ｍｍ以上：×
【０１１２】
〔試験例２〕（ゲル分率の測定）
　実施例または比較例にて粘着剤層付き偏光板の作製に使用した偏光板に替えて、ポリエ
チレンテレフタレートフィルムの片面をシリコーン系剥離剤で剥離処理した剥離シート（
リンテック社製，ＳＰ－ＰＥＴ３８０１，厚さ：３８μｍ）を使用し、粘着シートを作製
した。具体的には、実施例または比較例の製造過程で得られた剥離シート／粘着剤層（厚
さ：２５μｍ）からなる構成体の露出している粘着剤層上に、上記剥離シートを剥離処理
面側が接するように積層した。これにより、剥離シート／粘着剤層／剥離シートの構成か
らなる粘着シートを作製した。
【０１１３】
　得られた粘着シートを、２３℃、５０％ＲＨの条件下で７日間養生した。その後、当該
粘着シートを８０ｍｍ×８０ｍｍのサイズにサンプリングして、その粘着剤層をポリエス
テル製メッシュ（メッシュサイズ２００）に包み、粘着剤のみの質量を精密天秤にて秤量
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した。このときの質量をＭ１とする。
【０１１４】
　ソックスレーを用いて、酢酸エチル溶剤に粘着剤のサンプルを浸漬させて、還流を１６
時間行った。その後粘着剤を取り出し、温度２３℃、相対湿度５０％の環境下で、２４時
間風乾させ、さらに８０℃のオーブン中にて１２時間乾燥させた。乾燥後の粘着剤のみの
質量を、精密天秤にて秤量した。このときの質量をＭ２とする。ゲル分率（％)は、（Ｍ
２／Ｍ１）×１００で表される。結果を表２に示す。
【０１１５】
〔試験例３〕（光学性能の測定）
　測定サンプルとして、ゲル分率の測定に用いた粘着シートと同様の粘着シート（７日間
養生済み）を用意した。当該粘着シートの粘着剤層について、ヘイズメーター（日本電色
工業社製，ＮＤＨ２０００）を用いて、ＪＩＳ Ｋ７１０５に準じてヘイズ値（％）を測
定した。結果を表２に示す。なお、好ましいヘイズ値の範囲は、０～５％である。
【０１１６】
〔試験例４〕（耐久性評価）
　実施例または比較例で得られた粘着剤層付き偏光板を、裁断装置（荻野製作所社製スー
パーカッター，ＰＮ１－６００）を用いて２３３ｍｍ×３０９ｍｍサイズに調整した。剥
離シートを剥がして、露出した粘着剤層を介して無アルカリガラス（コーニング社製，イ
ーグルＸＧ）に貼付したのち、栗原製作所製オートクレイブにて０．５ＭＰａ、５０℃で
、２０分加圧した。
【０１１７】
　その後、下記の各耐久条件の環境下に投入し、５００時間後に１０倍ルーペを用いて観
察を行った。外観変化は以下を基準とした。結果を表２に示す。
　◎：４辺において、欠点が無いもの
　○：４辺において、外周端部から０．６ｍｍ以上の部位に欠点が無いもの
　×：４辺の少なくとも１辺において、外周端部から０．６ｍｍ以上の部位に、浮き、剥
がれ、発泡、スジなどの０．１ｍｍ以上の粘着剤の外観異常欠点があるもの
＜耐久条件＞
・６０℃，相対湿度９０％
・８０℃ｄｒｙ
【０１１８】
〔試験例５〕（光漏れ性試験）
　実施例または比較例で得られた粘着剤層付き偏光板を、裁断装置（荻野製作所社製スー
パーカッター，ＰＮ１－６００）を用いて２３３ｍｍ×３０９ｍｍサイズに調整した。剥
離シートを剥がして、露出した粘着剤層を介して無アルカリガラス（コーニング社製，イ
ーグルＸＧ）に貼付したのち、栗原製作所製オートクレイブにて０．５ＭＰａ、５０℃で
、２０分加圧した。なお、上記貼合は、無アルカリガラスの表裏に、粘着剤層付き偏光板
を偏光軸がクロスニコル状態（偏光軸：∠４５°，∠１３５°）になるように行った。こ
の状態で、８０℃ｄｒｙ環境下にて５００時間放置後、以下に示す方法で光漏れ性を評価
した。結果を表２に示す。
【０１１９】
＜光漏れ性評価＞
　大塚電子社製のＭＣＰＤ－２０００を用い、図３に示す各領域の明度を測定し、明度差
ΔＬ*を、式
ΔＬ*＝［（ｂ＋ｃ＋ｄ＋ｅ）／４］－ａ
（ただし、ａ、ｂ、ｃ、ｄ及びｅは、それぞれＡ領域、Ｂ領域、Ｃ領域、Ｄ領域及びＥ領
域のあらかじめ定められた測定点（各領域の中央部１箇所）における明度である。）で求
め、光漏れ性とした。ΔＬ*の値が小さいほど光漏れが少ないことを示す。
【０１２０】
　ここで、前述した重量平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰ
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Ｃ）を用いて以下の条件で測定（ＧＰＣ測定）したポリスチレン換算の重量平均分子量で
ある。
＜測定条件＞
・ＧＰＣ測定装置：東ソー社製，ＨＬＣ－８０２０
・ＧＰＣカラム（以下の順に通過）：東ソー社製
　ＴＳＫ　ｇｕａｒｄ　ｃｏｌｕｍｎ　ＨＸＬ－Ｈ
　ＴＳＫ　ｇｅｌ　ＧＭＨＸＬ（×２）
　ＴＳＫ　ｇｅｌ　Ｇ２０００ＨＸＬ
・測定溶媒：テトラヒドロフラン
・測定温度：４０℃
【０１２１】
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【表１】

【０１２２】
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【表２】

【０１２３】
　表２から明らかなように、実施例で得られた粘着剤層付き偏光板は、耐久性に問題がな
く、耐光漏れ性にも優れている。なお、実施例３０については、第１の（メタ）アクリル
酸エステル重合体（Ａ）におけるカルボキシル基の含有量が好ましい量よりも若干多いた
め、リワーク性に劣る。また、実施例３１および実施例３２については、イソシアネート
系架橋剤の含有量が好ましい量よりも若干多いため、リワーク性に劣る。
【０１２４】
　比較例１については、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）における水酸基
の含有量が多過ぎるため、耐久性に劣る。比較例２については、第１の（メタ）アクリル
酸エステル重合体（Ａ）の重量平均分子量が小さ過ぎるため、耐久性およびリワーク性に
劣る。比較例３については、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）における水
酸基の含有量が少な過ぎるため、ゲル分率（架橋の程度）が低く、耐久性に劣る。比較例
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４については、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の重量平均分子量が小さ
過ぎるため、耐久性に劣る。比較例５については、第２の（メタ）アクリル酸エステル重
合体（Ｂ）の重量平均分子量が大き過ぎるため、耐久性およびリワーク性に劣る。比較例
６については、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）の含有量が多過ぎるため
、耐久性に劣る。比較例７については、第２の（メタ）アクリル酸エステル重合体（Ｂ）
の含有量が少な過ぎるため、ゲル分率（架橋の程度）が低く、耐久性に劣る。
【産業上の利用可能性】
【０１２５】
　本発明の粘着性組成物および粘着剤は、光学部材、例えば偏光板や位相差板の接着に好
適であり、また、本発明の粘着シートは、偏光板や位相差板等の光学部材用の粘着シート
として好適である。
【符号の説明】
【０１２６】
１Ａ，１Ｂ…粘着シート
１１…粘着剤層
１２，１２ａ，１２ｂ…剥離シート
１３…基材

【図１】

【図２】

【図３】



(24) JP 5562173 B2 2014.7.30

10

フロントページの続き

(72)発明者  所司　悟
            東京都板橋区本町２３番２３号　リンテック株式会社内

    審査官  磯貝　香苗

(56)参考文献  特開２００６－１１３５７５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－３７２６１９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－１２１５２１（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２００８／０２９７６６（ＷＯ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ０９Ｊ　　　１／００－２０１／１０　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

